
    

 

平成 19 年 2 月 20 日 

 

各      位 

 

会 社 名  株 式 会 社 ス ト リ ー ム             

代表者名 代表取締役 劉 海涛 

（コード番号 3071   東証マザーズ） 

問合せ先  取締役副社長管理本部長 遠藤 高明  

（TEL．  03 － 5812 － 5288） 

 

東京証券取引所マザーズへの上場に伴う当社決算情報等のお知らせ 

 

 当社は、本日、平成 19年 2月 20 日に東京証券取引所マザーズに上場いたしました。今後とも、

なお一層のご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 上場に伴い、当社の最近の決算情報等につきまして別添のとおりお知らせいたします。 

 

 

以  上 
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平成平成平成平成 19191919 年年年年 1111 月期月期月期月期        第第第第３３３３四半期財務四半期財務四半期財務四半期財務・・・・業績業績業績業績のののの概況概況概況概況（（（（連結連結連結連結））））    

                平成 18 年 12 月 11 日 

上場会社名 株式会社ストリーム （コード番号：3071 東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://www.stream-jp.com/ ）   
問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役       劉  海涛  

責任者役職・氏名 取締役副社長管理本部長 遠藤 高明 ＴＥＬ：(03) 5812‐5288 

 

１．四半期連結財務情報の作成等に係る事項 
① 四半期連結財務諸表の作成基準 ： 中間連結財務諸表作成基準 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 無 
④ 会計監査人の関与 ： 有 

   四半期連結財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開
示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基
準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 

２．平成 19 年 1 月期第３四半期財務・業績の概況（平成 18 年 2 月１日～平成 18 年 10 月 31 日） 
(1) 連結経営成績の進捗状況                     （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期） 
純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19 年１月期第３四半期    14,874   －  218   －  221   －  138   －  

18 年１月期第３四半期 －   －  －   －  －   －  －   －  

(参考)18 年 1 月期 15,555      210      208      130      
 

 
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後           
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭 

19 年１月期第３四半期 3,634  69  －  
18 年１月期第３四半期 －  －  

(参考)18 年 1 月期 3,909   81  －  
 (注) 平成 19 年 1 月期第 3 四半期より四半期業績概況の開示を行っているため、18 年 1 月期

第 3 四半期及び対前年同四半期増減率については、記載しておりません。 

 

［連結経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当社グループの主たる事業であるインターネット通販事業は順調な拡大を見せており、この

ような環境の下、当第３四半期の業績は順調に推移いたしました。売上高は 14,874 百万円、

営業利益は 218 百万円、経常利益は 221 百万円、四半期純利益は 138 百万円となりました。 
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(2) 連結財政状態の変動状況                     （百万円未満切捨） 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１株当たり 
純 資 産 

 百万円 百万円 ％  円    銭 

19 年１月期第３四半期   3,170   700   22.1  18,446  78  
18 年１月期第３四半期 －   －   －  －  

(参考)18 年 1 月期   2,524   560   22.2  14,750  08  
 (注) 平成 19 年 1 月期第 3 四半期より四半期業績概況の開示を行っているため、18 年 1 月期

第 3 四半期については、記載しておりません。 

    

    (3) 連結キャッシュ・フローの状況                  （百万円未満切捨） 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

19 年１月期第３四半期 776   △63   △424   917   
18 年１月期第３四半期 －   －   －   －   

(参考)18 年 1 月期 56   △90   45   626   
 (注) 平成 19 年 1 月期第 3 四半期より四半期業績概況の開示を行っているため、18 年 1 月期

第 3 四半期については、記載しておりません。 

 

［連結財政状態の変動状況に関する定性的情報等］ 

連結財政状態の変動状況 

当第３四半期におきましては、総資産は前連結会計年度末と比較して 645百万円増加し、3,170

百万円となりました。純資産は、前連結会計年度末と比較して 140 百万円増加し、700 百万円

となりました。 

連結キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期におきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは 776 百万円の増加、投

資活動によるキャッシュ・フローは 63 百万円の減少、財務活動によるキャッシュ・フローは 424

百万円の減少となりました。当第３四半期における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末か

ら 290 百万円の増加となり、これにより当第３四半期末残高は、917 百万円となりました。 

 

３．平成 19 年 1 月期の連結業績予想（平成 18 年 2 月 1 日 ～ 平成 19 年 1 月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通     期 21,597   350   219   
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 5,773 円 92 銭 

 

［業績予想に関する定性的情報等］ 

当第３四半期業績の通期業績に対する進捗率は、概ね計画どおりに推移しており、平成 19 年１

月期の業績予想につきましても変更を要する事項はないと見込んでおります。 

 

※上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
リスクや不確定要素等の要因が含まれております。実際の業績は、今後様々な要因により、
これら業績見通しとは異なる結果となる可能性があります。 
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（添付資料） 

４．四半期連結財務諸表 

（1）四半期連結貸借対照表 

  
当第３四半期連結会計期間 

(平成18年10月31日) 

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成18年１月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

 １ 現金及び預金 ※２  1,037,847   746,926  

 ２ 受取手形及び売掛金   839,015   887,849  

 ３ たな卸資産   792,773   438,678  

 ４ 繰延税金資産   6,504   10,616  

 ５ その他   76,174   67,262  

   貸倒引当金   △ 4,283   △ 6,254  

   流動資産合計   2,748,030 86.7  2,145,079 85.0 

Ⅱ 固定資産        

 １ 有形固定資産        

  (1) 建物 ※１ 349   493   

  (2) 車両運搬具 ※１ 8,051   8,748   

  (3) 器具及び備品 ※１ 7,181 15,581 0.5 6,595 15,837 0.6 

 ２ 無形固定資産        

  (1) ソフトウェア  84,025   75,320   

  (2) ソフトウェア仮勘定  50,000   14,228   

  (3) その他  87 134,113 4.2 87 89,636 3.6 

 ３ 投資その他の資産        

  (1) 投資有価証券  3,840   3,840   

  (2) 出資金  54,242   54,265   

  (3) 差入保証金  209,818   209,770   

  (4) その他  2,102 270,002 8.5 2,751 270,626 10.7 

   固定資産合計   419,698 13.2  376,100 14.9 

Ⅲ 繰延資産        

    社債発行費    2,329   3,726  

   繰延資産合計   2,329 0.1  3,726 0.1 

   資産合計   3,170,058 100.0  2,524,907 100.0 
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当第３四半期連結会計期間 

(平成18年10月31日) 

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成18年１月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

 １ 買掛金   2,042,801   998,907  

 ２ 短期借入金 ※２  50,000   350,000  

３ 一年以内返済予定 

長期借入金 
※２  55,176   106,896  

 ４ 未払法人税等   33,546   79,547  

 ５ 前受金   19,398   91,625  

 ６ 賞与引当金   7,786   2,460  

 ７ その他   54,046   55,705  

   流動負債合計   2,262,755 71.4  1,685,142 66.7 

Ⅱ 固定負債        

 １ 社債   200,000   200,000  

 ２ 長期借入金 ※２  4,837   77,764  

 ３ 繰延税金負債   1,488   1,497  

   固定負債合計   206,325 6.5  279,261 11.1 

   負債合計   2,469,080 77.9  1,964,403 77.8 

        

    (資本の部)   － －    

Ⅰ 資本金   － －  230,000 9.1 

Ⅱ 資本剰余金   － －  170,000 6.7 

Ⅲ 利益剰余金   － －  154,460 6.1 

Ⅳ その他有価証券 

評価差額金 
  － －  2,182 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定   － －  3,859 0.2 

資本合計   － －  560,503 22.2 

負債及び資本合計   － －  2,524,907 100.0 

        

    (純資産の部)        

Ⅰ 株主資本        

１ 資本金   230,000 7.2  － － 

２ 資本剰余金   170,000 5.4  － － 

 ３ 利益剰余金   292,578 9.2  － － 

   株主資本合計   692,578 21.8  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等 

１ その他有価証券 

評価差額金 

  2,168 0.1  － － 

 ２ 為替換算調整勘定   6,230 0.2  － － 

   評価・換算差額等合計   8,399 0.3  － － 

   純資産合計   700,977 22.1  － － 

   負債及び純資産合計   3,170,058 100.0  － － 
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（2）四半期連結損益計算書 

  

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 

 至 平成18年10月31日) 

前連結会計年度 

要約連結損益計算書 

(自 平成17年２月１日 

 至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高   14,874,082 100.0  15,555,153 100.0 

Ⅱ 売上原価   13,786,990 92.7  14,554,670 93.6 

売上総利益   1,087,092 7.3  1,000,482 6.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  868,264 5.8  789,951 5.0 

営業利益   218,827 1.5  210,531 1.4 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  653   428   

２ 為替差益  2,716   7,792   

３ 受取手数料  3,571   3,121   

４ 受取販売報奨金  3,688   －   

５ その他  195 10,825 0.1 863 12,206 0.0 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  6,036   10,972   

２ 社債発行費償却  1,397   1,863   

３ 新株発行費  －   507   

４ その他  940 8,374 0.1 662 14,005 0.1 

経常利益   221,279 1.5  208,732 1.3 

Ⅵ 特別利益        

 １ 貸倒引当金戻入額  1,970   －   

２ 固定資産売却益 ※２ － 1,970 0.0 257 257 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産売却損 ※３ 412   －   

２ 受取賠償金精算損  101 514 0.0 － － － 

税金等調整前第３四半期 

(当期)純利益 
  222,735 1.5  208,989 1.3 

法人税、住民税及び事業税  80,504   87,388   

法人税等調整額  4,112 84,616 0.6 △ 8,462 78,925 0.5 

第３四半期(当期)純利益   138,118 0.9  130,063 0.8 
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（3）連結剰余金計算書 

  
前連結会計年度 

(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   150,000 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

増資による新株の発行  20,000 20,000 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   170,000 

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   24,396 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

当期純利益  130,063 130,063 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   154,460 
    

 

 

 

（4）四半期連結株主資本等変動計算書 

当第３四半期連結会計期間（自 平成 18 年２月１日 至 平成 18 年 10 月 31 日） 

株主資本 評価・換算差額等 

 

資本金 
資本 

剰余金 
利益 

剰余金 
株主資本 

合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

純資産 
合計 

区分 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

平成 18 年１月 31 日残高 230,000 170,000 154,460 554,460 2,182 3,859 6,042 560,503 

当第３四半期連結会計期間中

の変動額 
        

第３四半期純利益 － － 138,118 138,118 － － － 138,118 

株主資本以外の項目の第３

四半期連結会計期間中の変

動額合計（純額） 

－ － － － △ 14 2,371 2,357 2,357 

当第３四半期連結会計期間中

の変動額合計 
－ － 138,118 138,118 △ 14 2,371 2,357 140,475 

平成 18 年 10 月 31 日残高 230,000 170,000 292,578 692,578 2,168 6,230 8,399 700,977 
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（5）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  

当第３四半期連結会計期間 

 (自 平成18年２月１日 

  至 平成18年10月31日) 

前連結会計年度の 

要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 

(自 平成17年２月１日 

 至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

   税金等調整前第３四半期(当期)純利益  222,735 208,989 

   減価償却費  18,832 8,999 

   賞与引当金の増加額  5,326 1,043 

   貸倒引当金の増減額（△は減少）  △   1,970 5,356 

   受取利息及び受取配当金  △    680 △      428 

   支払利息及び社債利息  6,036 11,200 

   為替差益  － △    7,792 

   固定資産売却益  412 △      257 

   新株発行費  － 507 

   社債発行費  1,397 1,863 

   売上債権の増減額（△は増加）  53,133 △  260,766 

   たな卸資産の増加額（△は増加）  △  353,937 △  266,203 

   仕入債務の増加額  1,040,295 501,120 

   前受金の増減額（△は減少）  △  72,226 72,344 

   営業差入保証金  － △  200,000 

   その他  △    9,859 17,472 

    小計  909,493 93,451 

   利息及び配当金の受取額  685 434 

   利息の支払額  △    5,315 △   11,058 

   法人税等の支払額  △  128,140 △   26,763 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  776,723 56,063 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

   定期預金の預入による支出  △      488 △      616 

   定期預金の払戻しによる収入  － 1,800 

   有形固定資産の取得による支出  △    4,490 △    4,891 

   無形固定資産の取得による支出  △   59,209 △   91,238 

   有形固定資産の売却による収入  388 1,761 

   貸付金の回収による収入  － 1,200 

差入保証金の回収による収入  － 2,176 

   その他  617 △    1,189 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △   63,181 △   90,997 
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当第３四半期連結会計期間 

 (自 平成18年２月１日 

  至 平成18年10月31日) 

前連結会計年度の 

要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 

(自 平成17年２月１日 

 至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

   短期借入による収入  50,000 450,000 

   短期借入金の返済による支出  △  350,000 △  621,400 

   長期借入による収入  － 85,000 

   長期借入金の返済による支出  △  124,647 △  104,607 

   社債の発行による収入  － 194,409 

   株式発行による収入  － 39,492 

   配当金の支払額  － △        1 

   その他  0 2,562 

   財務活動によるキャッシュ・フロー  △  424,646 45,457 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  1,538 2,780 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  290,432 13,303 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  626,658 613,354 

Ⅶ 現金及び現金同等物の第３四半期末(期末) 

残高 
※１ 917,091 626,658 
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  ２社 

全ての子会社を連結しており

ます。 
 

連結子会社の名称 

上海思多励国際貿易有限公司 

思多励貿易（上海）有限公司 

連結子会社の数  ２社 

全ての子会社を連結しており

ます。 
 

連結子会社の名称 

上海思多励国際貿易有限公司 

  思多励貿易（上海）有限公司 

 思多励貿易（上海）有限公司に

ついては、当連結会計年度にお

いて新たに設立したため、連結

の範囲に含めております。 

２ 連結子会社の第３四半期決算

日（事業年度）等に関する事

項 

連結子会社である、上海思多

励国際貿易有限公司及び思多励

貿易（上海）有限公司の第３四

半期の決算日は、９月30日であ

ります。 

連結財務諸表の作成に当たっ

ては、同決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、

10月１日から、連結決算日10月

31日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

連結子会社である、上海思多

励国際貿易有限公司及び思多励

貿易（上海）有限公司の決算日

は、12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっ

ては、同決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、

１月１日から、連結決算日１月

31日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

 

３ 会計処理基準に関する事項   

 (1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法を採用しておりま

す。 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

 ロ たな卸資産 

ａ.商品 

移動平均法による原価

法を採用しておりま

す。 

ｂ.貯蔵品 

最終仕入原価法を採用

しております。 

ロ たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

イ 有形固定資産 

当社は定率法を、また、

連結子会社は定額法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物     ３～15年 

車両運搬具    ６年 

器具及び備品 ４～６年 

イ 有形固定資産 

同左 
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項目 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

 ロ 無形固定資産 

当社及び連結子会社は定

額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づいております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 イ 新株発行費 

―――――― 

イ 新株発行費 

   支出時に全額費用として

処理しております。 

 ロ 社債発行費 

社債発行後償還期間内に

毎決算期において均等額を

償却しております。 

ロ 社債発行費 

商法施行規則に規定する

最長期間（３年間）で均等

償却しております。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 イ 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備える

ため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計

上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

 ロ 賞与引当金 

当社は従業員に対して支

給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額の当第３

四半期負担額を計上してお

ります。 

ロ 賞与引当金 

当社は従業員に対して支

給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額の当期負

担額を計上しております。 

(5) 重要なリース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 

(6) その他四半期連結財務諸表

(連結財務諸表)作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

４ 四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書(連結キャッシュ・フ

ロー計算書)における資金の

範囲 

  手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

同左 
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要事項の変更 
 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当第３四半期連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

当第３四半期連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は700,977千円であります。 

なお中間連結財務諸表規則の改正により、

当第３四半期連結会計期間における四半期

連結財務諸表の純資産の部については、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

――――― 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

当第３四半期連結会計期間より「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成18年８月11日 実務対応

報告書第19号）を適用しております。 

なお、これによる当第３四半期連結財務諸

表への損益に与える影響はありません。 

 

 
 

 

追加情報 
 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

――――― 

（法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法） 

資本金の増加に伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）が適用されたこと

に従い、法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費が2,845

千円増加し、営業利益、経常利益、税金等調

整前当期純利益が、同額減少しております。 
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注記事項 
 

(四半期連結貸借対照表関係) 
 

当第３四半期連結会計期間末 

(平成18年10月31日) 

前連結会計年度末 

(平成18年１月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

19,357千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

              16,355千円 

――――― 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおり

であります。 

定期預金      100,017千円 

担保付債務は次のとおりであります。 

 短期借入金 100,000千円 

 
一年以内返済 

予定長期借入金 
32,000千円 

 長期借入金 28,000千円 

 合計 160,000千円 
 

 

 

 

       ――――― 

３ 当社は、運転資金を効率的に調達する

ため、取引銀行１行と当座貸越契約を

締結しております。これら契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

 当座貸越極度額 50,000千円 

 借入実行残高 －千円 

 差引額 50,000千円 
  

 

 

(四半期連結損益計算書関係) 
 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

荷造発送費      172,227千円 

給料手当及び賞与    154,599千円 

賞与引当金繰入額    9,727千円 

支払手数料      135,804千円 

販売手数料      144,654千円 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

荷造発送費      146,466千円 

給料手当及び賞与   161,858千円 

賞与引当金繰入額    2,460千円 

支払手数料      114,154千円 

販売手数料       81,290千円 

貸倒引当金繰入額     5,356千円 

――――― 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。 

車両運搬具          257千円 
※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりで

あります。 

      車両運搬具        299千円 

   器具及び備品       112千円 

――――― 
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(四半期連結株主資本等変動計算書関係) 
 

当第３四半期連結会計期間（自 平成 18 年２月１日 至 平成 18 年 10 月 31 日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
 

前連結会計年度末株式数

（株） 

当第３四半期連結会計期間 

増加株式数 

（株） 

当第３四半期連結会計期間 

減少株式数 

（株） 

当第３四半期連結会計 

年度末株式数 

（株） 

発行済株式     

 普通株式 38,000 ――――― ――――― 38,000 

合計 38,000 ――――― ――――― 38,000 
  

２ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 

 (四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成18年10月31日現在） 

  （千円） 

 現金及び預金勘定 1,037,847 

 
預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金 
△ 120,755 

 
現金及び現金同等

物の期末残高 
917,091 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成18年１月31日現在） 

  （千円） 

 現金及び預金勘定 746,926 

 
預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金 
△ 120,267 

 
現金及び現金同等

物の期末残高 
626,658 
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(リース取引関係) 
 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 

取得 

価格 

相当額 

（千円） 

減価償却 

累計額相

当額 

（千円） 

期末 

残高 

相当額 

（千円） 

器具及び備品 25,661 8,165 17,496 

ソフトウェア 50,372 17,550 32,821 

合計 76,033 25,715 50,317 
 

 

取得 

価格 

相当額 

（千円） 

減価償却 

累計額相

当額 

（千円） 

期末 

残高 

相当額 

（千円） 

器具及び備品 25,661 4,358 21,302 

ソフトウェア 50,372 9,994 40,377 

合計 76,033 14,353 61,679 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 14,975千円 

１年超 36,715千円 

合計 51,690千円 
 

１年内 14,612千円 

１年超 47,992千円 

合計 62,605千円 
 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び 

支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び 

支払利息相当額 
 

支払リース料 4,112千円 

減価償却費相当額 3,787千円 

支払利息相当額 444千円 
 

支払リース料 14,846千円 

減価償却費相当額 13,677千円 

支払利息相当額 2,002千円 
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

 
 

 

(有価証券関係) 
 
１ 時価評価されていない主な有価証券 

 

 
当第３四半期連結会計期間 

（平成18年10月31日） 

前連結会計年度 

（平成18年１月31日） 

 連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円) 

(1) その他有価証券   

非上場株式 3,840    3,840    
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(デリバティブ取引関係) 
 

 (当第３四半期連結会計期間)( 自 平成 18 年２月１日 至 平成 18 年 10 月 31 日 ) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
 

 (前連結会計年度)( 自 平成 17 年２月１日 至 平成 18 年１月 31 日 ) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

 

(セグメント情報) 
 

【事業の種類別セグメント情報】 
 

 (当第３四半期連結会計期間) ( 自 平成 18 年２月１日 至 平成 18 年 10 月 31 日 )  

インターネット通販事業事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合

計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも 90％超であるため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
 

 (前連結会計年度) ( 自 平成 17 年２月１日 至 平成 18 年１月 31 日 )  

インターネット通販事業事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合

計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも 90％超であるため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
 
 

【所在地別セグメント情報】 
 

 (当第３四半期連結会計期間) ( 自 平成 18 年２月１日 至 平成 18 年 10 月 31 日 )  

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の

合計額に占める割合がいずれも 90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略してお

ります。 
 

 (前連結会計年度) ( 自 平成 17 年２月１日 至 平成 18 年１月 31 日 )  

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の

合計額に占める割合がいずれも 90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略してお

ります。 
 
 

【海外売上高】 
 

 (当第３四半期連結会計期間) ( 自 平成 18 年２月１日 至 平成 18 年 10 月 31 日 )  

海外売上高は、連結売上高の 10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
 

 (前連結会計年度) ( 自 平成 17 年２月１日 至 平成 18 年１月 31 日 )  

海外売上高は、連結売上高の 10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 
 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

１株当たり純資産額     18,446円78銭 １株当たり純資産額     14,750円08銭 

１株当たり第３四半期純利益  3,634円69銭 １株当たり当期純利益     3,909円81銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり第３当期純

利益金額については、新株予約権の残高はあ

りますが、当社株式は非上場であり、かつ店

頭登録もしていないため、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、新株予約権の残高はありま

すが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登

録もしていないため、期中平均株価が把握で

きませんので記載しておりません。 

 

(注) １株当たり四半期(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

                                     

 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

第３四半期（当期）純利益（千円） 138,118 130,063 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (  －) (  －) 

普通株式に係る第３四半期（当期）純利益（千円） 138,118 130,063 

期中平均株式数（株） 38,000 33,266 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり第３四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式の概要 

新株予約権 

 1,000株 

新株予約権 

 1,000株 

 

 
(重要な後発事象)  
(当第３四半期連結会計期間) ( 自 平成 18 年２月１日 至 平成 18 年 10 月 31 日 ) 

該当事項はありません。 
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平成平成平成平成 19191919 年年年年 1111 月期月期月期月期        第第第第３３３３四半期財務四半期財務四半期財務四半期財務・・・・業績業績業績業績のののの概況概況概況概況（（（（個別個別個別個別））））    

                平成 18 年 12 月 11 日 

上場会社名 株式会社ストリーム （コード番号：3071 東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://www.stream-jp.com/ ）   
問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役       劉  海涛  

責任者役職・氏名 取締役副社長管理本部長 遠藤 高明 ＴＥＬ：(03) 5812‐5288 
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期財務諸表の作成基準 ： 中間財務諸表作成基準 
② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 会計監査人の関与 ： 有 

   四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等
に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」
に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
２．平成 19 年 1 月期第 3 四半期財務・業績の概況（平成 18 年２月１日～平成 18 年 10 月 31 日） 
(1) 経営成績の進捗状況                       （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期） 
純 利 益       

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 

19 年１月期第３四半期 14,227    －  205    －  206    －  123    －  
18 年１月期第３四半期 －     －  －     －  －    －  －    －  

(参考)18 年 1 月期 14,928        204        200        121        
 

 
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円      銭 

19 年１月期第３四半期 3,246     19  
18 年１月期第３四半期 －  

(参考)18 年 1 月期 3,647     23  
 (注) 平成 19 年 1 月期第 3 四半期より四半期業績概況の開示を行っているため、18 年 1 月期

第 3 四半期及び対前年同四半期増減率については、記載しておりません。 
 
(2) 財政状態の変動状況                       （百万円未満切捨） 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１株当たり 
純 資 産 

 百万円 百万円 ％ 円      銭 

19 年１月期第３四半期 2,823   736   26.1  19,377   42  
18 年１月期第３四半期 －   －   －  －  

(参考)18 年 1 月期 2,429   613   25.2  16,131   59  
 
(注) 平成 19 年 1 月期第 3 四半期より四半期業績概況の開示を行っているため、18 年 1 月期第

3 四半期及び対前年同四半期増減率については、記載しておりません。 
 
３．平成 19 年 1 月期の業績予想（平成 18 年 2 月 1 日 ～ 平成 19 年 1 月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通     期 20,551   308   183   
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 4,831 円 10 銭 
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４．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 

        第 1 四半期末 中間期末 第 3 四半期末 期末 その他 年間 
18 年 1 月期 ― ― ― ― ― ― 
19 年 1 月期（実績） ― ― ― ― ― ― 
19 年 1 月期（予想） ― ― ― ― ― ― 
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（添付資料） 

５．四半期財務諸表 

（1）四半期貸借対照表 

  
当第３四半期会計期間 

(平成18年10月31日) 

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成18年１月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金 ※２  924,196   676,701  

 ２ 売掛金   499,537   716,429  

 ３ たな卸資産   746,276   431,270  

４ 繰延税金資産   6,443   10,567  

 ５ その他   67,782   48,585  

   貸倒引当金   △ 4,283   △ 6,254  

   流動資産合計   2,239,953 79.3  1,877,299 77.3 

Ⅱ 固定資産        

 １ 有形固定資産        

  (1) 建物 ※１ 349   493   

  (2) 車両運搬具 ※１ 3,058   4,020   

  (3) 器具及び備品 ※１ 5,146 8,554 0.3 4,599 9,113 0.4 

 ２ 無形固定資産        

  (1) ソフトウェア  83,474   74,967   

  (2) ソフトウェア仮勘定  50,000   14,228   

  (3) その他  87 133,561 4.7 87 89,284 3.7 

 ３ 投資その他の資産        

  (1) 投資有価証券  3,840   3,840   

(2) 関係会社出資金  133,362   133,362   

  (3) 出資金  54,242   54,265   

  (4) 差入保証金  209,073   209,041   

  (5) 長期未収入金  36,957   48,062   

  (6) その他  1,654 439,129 15.6 1,984 450,555 18.5 

   固定資産合計   581,245 20.6  548,952 22.6 

Ⅲ 繰延資産        

    社債発行費    2,329   3,726  

   繰延資産合計   2,329 0.1  3,726 0.1 

   資産合計   2,823,528 100.0  2,429,979 100.0 
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当第３四半期会計期間 

(平成18年10月31日) 

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成18年１月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

 １ 買掛金   1,656,616   860,468  

 ２ 短期借入金 ※２  50,000   350,000  

 ３ 一年以内返済予定 ※２  55,176   106,896  

 ４ 未払法人税等   34,764   76,996  

 ５ 前受金   19,392   91,625  

 ６ 賞与引当金   7,786   2,460  

 ７ その他 ※４  57,124   49,270  

   流動負債合計   1,880,861 66.6  1,537,717 63.3 

Ⅱ 固定負債        

 １ 社債   200,000   200,000  

 ２ 長期借入金 ※２  4,837   77,764  

 ３ 繰延税金負債   1,488   1,497  

   固定負債合計   206,325 7.3  279,261 11.5 

   負債合計   2,087,186 73.9  1,816,978 74.8 

        

(資本の部)        

Ⅰ 資本金   － －  230,000 9.5 

Ⅱ 資本剰余金        

  資本準備金  －   170,000   

資本剰余金合計   － －  170,000 7.0 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  －   603   

２ 当期未処分利益  －   210,214   

   利益剰余金合計   － －  210,817 8.7 

Ⅳ その他有価証券 

評価差額金 
  － －  2,182 0.0 

資本合計   － －  613,000 25.2 

負債及び資本合計   － －  2,429,979 100.0 

        

    (純資産の部)        

Ⅰ 株主資本        

 １ 資本金   230,000 8.2  － － 

 ２ 資本剰余金        

(1) 資本準備金  170,000   －   

   資本剰余金合計   170,000 6.0  － － 

３ 利益剰余金        

(1) 利益準備金  603   －   

(2) その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  333,569   －   

  利益剰余金合計   334,172 11.8  － － 

株主資本合計   734,172 26.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等        

１ その他有価証券 

   評価差額金 
  2,168 0.1  

－ － 

   評価・換算差額等合計   2,168 0.1  － － 

   純資産合計   736,341 26.1  － － 

   負債及び純資産合計   2,823,528 100.0  － － 
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（2）四半期損益計算書 

  

当第３四半期会計期間 

(自 平成18年２月１日 

 至 平成18年10月31日) 

前事業年度 

要約損益計算書 

(自 平成17年02月01日 

 至 平成18年01月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高   14,227,641 100.0  14,928,502 100.0 

Ⅱ 売上原価   13,247,100 93.1  14,050,307 94.1 

売上総利益   980,541 6.9  878,194 5.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   775,087 5.5  673,653 4.5 

営業利益   205,453 1.4  204,540 1.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１  8,210 0.1  9,323 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２  7,651 0.1  13,640 0.1 

経常利益   206,013 1.4  200,222 1.3 

Ⅵ 特別利益 ※３  1,970 0.1  257 0.0 

税引前第３四半期(当期) 

純利益 
  207,983 1.5  200,479 1.3 

法人税、住民税及び事業税  80,504   87,567   

法人税等調整額  4,123 84,628 0.6 △ 8,416 79,150 0.5 

第３四半期(当期)純利益   123,355 0.9  121,328 0.8 

前期繰越利益   －   88,885  

当期未処分利益   －   210,214  
        

 

 

 

（3）四半期株主資本等変動計算書 

当第３四半期会計期間（自 平成 18 年２月１日 至 平成 18 年 10 月 31 日） 

株主資本 評価・換算差額等 

 

資本金 
資本 

剰余金 
利益 

剰余金 
株主資本 

合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

純資産 
合計 

区分 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

平成 18 年１月 31 日残高 230,000 170,000 210,817 610,817 2,182 － 613,000 

当第３四半期会計期間中の 

変動額 
       

第３四半期純利益 － － 123,355 123,355 △ 14 － 123,341 

株主資本以外の項目の第３

四半期会計期間中の変動額

合計（純額） 

－ － － － － － － 

当第３四半期会計期間中の変

動額合計 
－ － 123,355 123,355 △ 14 － 123,341 

平成 18 年 10 月 31 日残高 230,000 170,000 334,172 734,172 2,168 － 736,341 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

当第３四半期会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価

方法 

(1) 子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

(1) 子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 商品 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法を採用し

ております。 

(1) 商品 

同左 

 

(2) 貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物     ３～15年 

車両運搬具    ６年 

器具及び備品 ４～６年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づいております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

――――― 

(1) 新株発行費 

支出時に全額費用として処

理しております。 

(2) 社債発行費 

社債発行後償還期間内に

毎決算期において均等額

を償却しております。 

(2) 社債発行費 

商法施行規則に規定する最長期

間(３年間)で均等償却しており

ます。 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額の当第３四半期負

担額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額の当期負担額を計上

しております。 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 

７ その他四半期財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。 

消費税等の会計処理 

同左 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要事項の変更 
 
当第３四半期会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前事業年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当第３四半期会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

当第３四半期会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は736,341千円であります。 

なお中間財務諸表規則の改正により、当第

３四半期会計期間における四半期財務諸表

の純資産の部については、改正後の中間財務

諸表規則により作成しております。 

――――― 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

当第３四半期会計期間より「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成18年８月11日 実務対応報告

書第19号）を適用しております。 

なお、これによる当第３四半期財務諸表へ

の損益に与える影響はありません。 

 

 
 

追加情報 
 

当第３四半期会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前事業年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

――――― 

（法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法） 

資本金の増加に伴い、当会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号）が適用されたことに従

い、法人事業税の付加価値割及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費が2,845千円増

加し、営業利益、経常利益、税金等調整前当

期純利益が、同額減少しております。 
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注記事項 
 

(四半期貸借対照表関係) 
 

当第３四半期会計期間末 

(平成18年10月31日) 

前事業年度末 

(平成18年１月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

14,404千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

11,987千円 

――――― 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおり

であります。 

定期預金      100,017千円 

担保付債務は次のとおりであります。 

 

 短期借入金 100,000千円 

 
一年以内返済 

予定長期借入金 
32,000千円 

 長期借入金 28,000千円 

 合計 160,000千円 
 

―――――― 

３ 当社は、運転資金を効率的に調達する

ため、取引銀行１行と当座貸越契約を

締結しております。これら契約に基づ

く当会計年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 
 
 当座貸越極度額 50,000千円 

 借入実行残高 －千円 

 差引額 50,000千円 
 

※４ 消費税の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、流動資産の「その他」と

して記載しております。 

 

※４ 消費税の取扱い 

同左 

 
 

 

(四半期損益計算書関係) 
 

当第３四半期会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前事業年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

    受取利息       385千円 

    為替差益        369千円 

    受取手数料     3,571千円 

    受取販売奨励金   3,688千円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

    受取利息       436千円 

    為替差益      4,859千円 

    受取手数料     3,121千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

    支払利息       5,626千円 

    社債利息        310千円 

    社債発行費償却    1,397千円 

     

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

    支払利息      10,969千円 

    社債利息        228千円 

    社債発行費償却    1,863千円 

    新株発行費        507千円 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

    貸倒引当金戻入額   1,970千円 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

    固定資産売却益      257千円 

４ 減価償却実施額 

    有形固定資産     2,535千円 

    無形固定資産    14,663千円 

４ 減価償却実施額 

    有形固定資産     3,407千円 

    無形固定資産     3,508千円 
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 (リース取引関係) 
 

当第３四半期会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前事業年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 

取得 

価格 

相当額 

（千円） 

減価償却 

累計額相

当額 

（千円） 

期末 

残高 

相当額 

（千円） 

器具及び備品 25,661 8,165 17,496 

ソフトウェア 50,372 17,550 32,821 

合計 76,033 25,715 50,317 
 

 

取得 

価格 

相当額 

（千円） 

減価償却 

累計額相

当額 

（千円） 

期末 

残高 

相当額 

（千円） 

器具及び備品 25,661 4,358 21,302 

ソフトウェア 50,372 9,994 40,377 

合計 76,033 14,353 61,679 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 14,975千円 

１年超 36,715千円 

合計 51,690千円 
 

１年内 14,612千円 

１年超 47,992千円 

合計 62,605千円 
 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び 

支払利息相当額 

 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び 

支払利息相当額 
 

支払リース料 4,112千円 

減価償却費相当額 3,787千円 

支払利息相当額 444千円 
 

支払リース料 14,846千円 

減価償却費相当額 13,677千円 

支払利息相当額 2,002千円 
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

 
 

(有価証券関係) 
 
１ 時価評価されていない主な有価証券 

 

 
当第３四半期会計期間 

（平成18年10月31日） 

前事業年度 

（平成18年１月31日） 

 貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円) 

(1) その他有価証券   

非上場株式 3,840    3,840    
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(１株当たり情報) 
 

当第３四半期会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前事業年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

１株当たり純資産額     19,377円42銭 １株当たり純資産額     16,131円59銭 

１株当たり第３四半期純利益  3,246円19銭 １株当たり当期純利益     3,647円23銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり第３当期純

利益金額については、新株予約権の残高はあ

りますが、当社株式は非上場であり、かつ店

頭登録もしていないため、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、新株予約権の残高はありま

すが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登

録もしていないため、期中平均株価が把握で

きませんので記載しておりません。 

 

(注) １株当たり四半期(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

                                     

 

当第３四半期会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年10月31日) 

前事業年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

第３四半期（当期）純利益（千円） 123,355 121,328 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (  －) (  －) 

普通株式に係る第３四半期（当期）純利益（千円） 123,355 121,328 

期中平均株式数（株） 38,000 33,266 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり第３四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式の概要 

新株予約権 

 1,000株 

新株予約権 

 1,000株 

 

 
(重要な後発事象) 

 

(当第３四半期会計期間)(自 平成 18 年２月１日 至 平成 18 年 10 月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 


